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はじめに 

 
 
 
本書は、第３５回研究評価委員会において設置された「超電導技術開発／イットリ

ウム系超電導電力機器技術開発」（事後評価）の研究評価委員会分科会（第１回（平

成２５年８月９日）、及び現地調査会（平成２５年６月２８日））において策定した評

価報告書（案）の概要であり、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３２条の規定

に基づき、第３７回研究評価委員会（平成２５年１２月４日）にて、その評価結果に

ついて報告するものである。 
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（事後評価）  
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注*：実施者の一部と同一組織であるが、所属部署が異なるため（実施者：東京工業

大学 フロンティア創造共同研究センター、東京大学 大学院工学系研究科 原子力

国際専攻）「NEDO 技術委員・技術評価委員規定（平成２５年７月１日改正）」第３

４条（評価における利害関係者の排除）により、利害関係はないとする。 
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プロジェクト概要 
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技術分野全体での位置づけ 

（分科会資料６－１より抜粋） 

 

 



11 
 

「超電導技術開発／イットリウム系超電導電力機器技術開発」 

全体の研究開発実施体制 
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「超電導技術開発／イットリウム系超電導電力機器技術開発」 

（事後評価） 

評価概要（案） 

 
１．総論 
１）総合評価 
本事業は、電力の安定供給の実現という国家的課題に取り組んでおり、同時に省エ

ネルギー、CO2削減などの地球的環境負荷低減を伴う社会的効果が期待できることか

ら、我が国の社会的背景・要請において、その意義は大きい。適切な研究開発マネジ

メントのもと、精力的に研究開発を実施し、線材、ケーブル、SMES、変圧器の各課

題において 終目標を達成したのは高く評価できる。本プロジェクトによってイット

リウム(Y)系線材ならびにこれを用いた超電導機器の実用化研究が大きく前進したと

評価される。また、国際標準化についても着実なステップにより、主導的役割を果た

していると言える。 
一方、今回の目標達成にも関わらず、さらに実用化・事業化のために残された技術

課題とともに次の推進策が弱いことが懸念された。今後どのようなプロジェクトや研

究開発体制で、それらの技術課題を解決していくべきなのかについての議論が希薄で

あり、今回開発した超電導機器のプロトタイプから、市場への導入・普及までのシナ

リオが必ずしも明確とは言えない。また、超電導機器にとって超電導線材の性能向上

と冷却システムの性能向上の両方が不可欠である。今後、実用化を考える場合、これ

らをバランスよく進める必要がある。 
国際標準化は も多くのデータを持っている国が主導することになるので、この超

電導応用の分野で、日本の主導的立場を確保していくためにも今回の開発成果がデフ

ァクト・スタンダードとなる継続的努力を期待する。 

 
２）今後に対する提言 
応用分野を広く探る、今回の成果について宣伝、波及するような広い分野の技術専

門家を集めた会議を継続するべきである。その中から新たな応用分野を見つける必要

がある。また、線材の実用化（市場投入、販売）を積極的に進め、ユーザーを増やす

ことが超電導機器開発を効果的に進める上で重要である。そのためには線材の量産化

を促すようなニーズを作る必要があり、超電導磁石応用や電力機器応用において多く

のプロジェクトが成立した状態が続くことが望ましい。今回の開発で超電導技術、線

材技術が世界トップになったことから、海外と結んだ国際プロジェクトを企画するな
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どが期待される。また、今回の成果を真に活かすには、「実用化技術（高信頼性､低コ

スト､安全性など）」が重要である。低コスト化など実際に本研究開発の中で検討し、

成果を出した内容もある。実現した所と今後必要な所を整理し、今回の経験・知見に

基づく今後への指針を出すことに意義がある。 

 
２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 
エネルギーイノベーションの観点からもタイムリーなテーマであり、また国際競争

の中で日本の超電導技術の優位性を維持する点でも有効な事業である。また、電力の

安定供給とともに、省エネルギー、CO2削減などの地球的環境負荷低減を伴う社会的

効果が期待でき、事業目的として妥当である。実用化には長期間の研究開発を要し、

リスクも高い。このような観点から、民間のみで研究開発を推進するのは困難である

ことと、エネルギーおよび環境問題に密接に関係することからも、長期的観点をもっ

て NEDO が事業を推進することが望ましい。 

 
２）研究開発マネジメントについて 
研究開発の目標は、超電導線材や超電導ケーブルなどで、海外の動向も踏まえた世

界トップレベルとして設定しており妥当である。イットリウム系線材や超電導機器に

ついて多くの実績を有する国内有力企業が参加しており、実施体制に問題は無い。中

間評価結果による 終目標見直しや変圧器メーカーの追加、線材の実績を出すための

集中投資、さらにはその後に発生した東日本大震災の影響を 小限に抑制するための

優先テーマの判断など、適切なマネジメントが行われていたと評価できる。 
一方、本プロジェクトで得られた成果を、実用化・事業化につなげる次のステップ

としての戦略が明確に示されていない。特に「プロジェクト終了後の実用化の見通し」

において H25 年度以降は「自主研究継続」となっているが、現在の日本の企業の現

状を考えると自主研究では十分な開発は難しいのではないか。これまでに得られた技

術・知識を枯れさせること無く日本の売れる技術のひとつになるために、今後どのよ

うに発展させるかを検討して欲しい。 

 
３）研究開発成果について 
設定した目標内容と目標値は成果として確実に達成されており、一部目標を大きく

超えた成果を得た項目もある。また、成果の確認・検証手段も明確である。開発した

成果は世界 高水準であり、市場の拡大に繋がる可能性もありその意義は大きい。汎

用性・拡張性については今後の課題もあるが、発展的可能性を有している。特許出願

は中間評価以降、外国出願を含め積極的に行われた。国際標準化についても国際規格

素案を作成し、国際合意に向け、イニシアティブをもって活動している。 
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なお、信頼性、低コスト化への結びつき等、成果を担保する前提や条件をさらに明

確にしておくと実用化戦略への繋がりがより明確になる。また、成果を踏まえて次に

向けた課題と対応策を提言されると、今後に向けて意義が更に高まる。さらに、技術

開発に対する周囲の注目度も事業規模の割に小さく、広報活動の努力にもかかわらず、

成果が広く一般に認知されているとは言いがたく、成果の発信力が弱い。 

 
４）実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 
産業技術としての超電導技術の見極めは、本プロジェクトでかなり進んだ。実用化

に向けたシナリオを、市場動向を踏まえて検討しており、SMES、ケーブル、変圧器

では導入戦略・構想を、ケーブル、線材では実用化・事業化の主体である実施者を明

確にしている。いくつかの仮定・前提を織り込んでいるが、適用可能性の見極めは示

されている。また、線材低価格化の見通しが立ったことは重要である。 
一方、実用化につながる成果が数多く出ていると思われるが、予算措置も含めて実用

化・商用化に至るまでの課題の抽出やそれらの解決に向けた取り組みなど、今後の開

発の道筋が必ずしも明確になっていない。将来のコスト低減などの仮定のもとでの導

入戦略・経済効果算定は、やむを得ないが、競合技術や代替技術との評価が明確でな

い。安価で高性能な線材を多くのユーザーに提供すること、それに見合う信頼性が高

く安価な冷凍機の開発等の周辺技術の確立を進め、それらを車の両輪のようにバラン

スよく進めることで多くのユーザーが超電導機器開発に取り組む素地を作ることも

実用化を進める上で必要である。 
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個別テーマに関する評価 

 研究開発成果、実用化（・事業化）に向けての見通し及び取り組み、 
今後に対する提言について 

超電導電力貯蔵システム（SMES）
の研究開発 

高強度で電磁応力や熱応力に優れた耐性を有する Yoroi-coil を開発したことは高

く評価できる。また、高熱伝導性コーティング絶縁手法と併せてこの技術は他の超

電導磁石の設計製作にも展開可能である。基礎特性・技術（剥離強度､新絶縁）、検

出法のみならず、補修接続技術など、周辺技術も確立しており、実用化に向け大き

な開発成果が得られたと考えられる。 
一方、SMES は電池やフライホイールなど競合技術が多く、性能、規模だけでな

くコスト、維持などを含めて総合的に超電導方式の優位性が明確にする必要がある。

また、今後の技術開発について、どのような体制を考えているのか明確でない。 
昨今、再生可能エネルギーの大量導入が求められており、系統安定化が急務の課

題となっていることから、長寿命のエネルギー貯蔵装置としてシステムが完成すれ

ば実用化は可能と考えられる。 
コストの低減について、技術開発のロードマップは示されているが、具体的に今

後の技術開発のどの部分をどのようにしてコスト低減を図るのか、そのシナリオが

具体的に見えてこない。線材の低コスト化は示されているが、これだけでは実用レ

ベルのコストは不可能なのではないか。 
また、長期冷凍・冷却技術の確立が SMES の実用化と普及には重要な課題である。 

超電導電力ケーブルの研究開発 

 

交流用ケーブルは超電導応用では も規模が大きく困難な応用の一つであるが、

重要課題である交流損失の大幅低下に成功したのは高く評価できる。大電流ケー

ブル、高電圧ケーブルともに世界をリードする成果が得られている。ケーブルの安
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定化製造技術、事故時伝熱特性、スラッシュ窒素など冷却特性や中間接続技術など、

実用化に向けた幅広い検討を実施している。また、多くの特許出願が国内外でなさ

れ、また広報活動などの成果の普及も評価できる。 
超電導自身については実用化を見通せる高いレベルに到達したことが確認できた

が、冷却、断熱等の周辺技術については一部スラッシュ窒素の有用性等が確認され

たものの、今回の成果からは見通すことができない。 
また、超電導送電においては今後直流の送電が重要になると思われる。ここで、

今回得られた技術により、大容量直流送電へ対応できる可能性が高いと考えられる

ので、直流送電についての検討を期待する。 
本プロジェクトで基本技術の確立が達成され、既存ケーブルのリプレース・増強

や超高圧架空線の代替、ならびに発電所の引き出し線など、今後の具体的な実用化

までのシナリオ、展開も明確にされている。 
一方、コスト面から見た超電導送電ケーブルの優位性の検討が十分ではない。ど

の程度まで製造コストや運転コストを下げることができると超電導ケーブルの優位

性が得られるのか、そのためには何が必要なのかを明らかにする必要がある。また、

今回、プロジェクトの中で安全性評価として、短絡試験（耐電流試験）を実施して

いるが、実用化へ向けて 終的には、地絡試験等の 過酷試験による安全性評価が

不可欠である。Y 系線材の特性の均質性や経時変化などの評価を実施しているが、長

尺線材量産時における均質性改善及び線材接続部の特性の均質性や経時変化などの

評価も必要と考える。 
世界市場に関する言及はあるものの実用化は「国内」をベースにしているが、世

界的レベルの技術であり世界市場での検討が有効と思われる。海外出願特許もあり、

これとの関係も含めた戦略が重要と考える。 
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超電導変圧器の研究開発 巻線、冷却、線材技術からモデル検証まで、連携的に一貫した開発を遂行し高い

目標を達成したことにより、20MVA 級変圧器の成立性の見通しを得たことは評価で

きる。特に限流機能を付加したことは、コスト低減の位置付けにおいても大いに意

義があり、かつそれを 1 年前倒しで実現したことは高く評価できる。 
一方、従来変圧器に対する超電導変圧器単体の利点は示されているが、電力シス

テムとしての優位性は必ずしも明確でない。優位性を得るために示された段階的か

つ優先順位を考慮した開発ステップの具体化は今後必要と考える。 
また、冷却技術の改善や熱侵入量の評価も順調に進められたが、長期にわたる冷

却状態の維持・管理の実績獲得が求められる。 
実用化の見通しやシナリオを、前提・条件付きではあるが、かなり具体的に示し

ている。実用レベルの 20MVA 級変圧器が成立する見通しが得られたことや、Ne タ

ーボブレイトン冷凍機の事業化に成功したことは高く評価できる。従来変圧器を置

き換える上で、限流機能という付加機能はバンクの並列接続を可能にすることや、

系統安定度を高める等、大きなアドバンテージを持つ。 
実施者は実用化に向けた課題を明確にしているが、「高性能化」「長期信頼性」「低

コスト化」が必要と結論している。長期信頼性、低コスト化は今回のプロジェクト

スコープ外として、「高性能化」については、その技術難度、障壁の度合いをより明

確に示すことが必要である。 

超電導機器用線材の研究開発 Ic（臨界電流：Critical Current）、損失、強度といった基本特性を、世界トップレ

ベルの性能を目標として設定し達成したことは大いに評価できる。環境条件依存、

基本特性評価など、実効的な特性把握もなされている。低コスト・歩留り向上技術

を、PLD（パルスレーザー堆積：Pulsed Laser Deposition）法、MOD（有機金属堆
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積：Metal Organic Deposition）法ともに「実用化技術開発」「導入・普及」時に求

められる技術コストと位置付けされている 3 円/Am 以下の 1.6 円/Am で実現する可

能性を示したことは実用化に向けて大いに評価できる。 
改善はあったもののさらなる量産性、歩留りの向上が本格的な機器応用に向けて

は不可欠である。特に MOD 法線材については長尺化、量産化の実績に乏しく、製

造価格低下の期待はあるものの、その実現には未だ課題が残されている。 
線材性能は、ほぼ実用レベルに達しており、販売開始イメージも具体化されてい

る。実用化の見通し､シナリオ､波及効果など、広範囲に検討されている。 
一方、IBAD 法線材の製造速度が改善したものの、現有設備では本格的な機器開発

に向けての量産化に対応できない。MOD 法線材については積極的な試作段階からの

脱却の姿勢が見えない。特にポイントとなる量産化技術に関して、具体的な障壁レ

ベルをさらに明確にすると実用化イメージが明確になる。また、海外競合メーカー

とのベンチマーキングが、実用化という観点でさらに必要である。 
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超電導電力機器の適用技術標準化 研究開発と並行して標準化に取り組んでいることは高く評価でき、特に Y 系線材

の 臨 界 電 流 測 定 法 に 関 す る ラ ウ ン ド ロ ビ ン テ ス ト を 国 内 で 実 施 し 、

IEC/TC90(Technical Committee 90)に技術情報を提供して国際規格の提案に貢献し

たことは高く評価できる。また、規制緩和に向けた提案も評価できる。また、プロ

ジェクトの終了後も IEC/TC90 の幹事国を 20 年以上続けていることは評価できる。 
標準化によって 終的に目指す姿をもう少し明確にすると良い。特に特許戦略と

標準化戦略の連携など、日本としての総合的な戦略が有効である。さらに標準化に

おいてはキーパーソンとなる人が重要であり、長期に渡って務めることができる人

を参画させていただきたい。 
今後も日本が世界の中でトップを維持するには、諸外国との連携が重要である。

また、IEC/TC90 の幹事国であると同時にこのプロジェクトのメーンで研究している

ISTEC が事務局をしているのは良かったと評価できる。今後、本技術が実用化フェ

ーズに移った場合、諸外国への展開を考えると国際標準化はますます重要な位置付

けになる。日本における技術開発成果をベースに、日本のリーダーシップを発揮し

ながら、試験法や製品規格の作成に継続的で一層活発な活動を期待したい。 
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評点結果〔プロジェクト全体〕 

1.7

2.6

2.4

2.4

0.0 1.0 2.0 3.0

４．実用化・事業化に向けての

見通し及び取り組み

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

 
 

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 

〈判定基準〉  

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 

・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

２．研究開発マネジメントについて ４．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当                   →C
・見通しが不明        →D

 

評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 2.4  A A B A C A B

２．研究開発マネジメントについて 2.4  A B A A B C A

３．研究開発成果について 2.6  B A A A B B A
４．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 
1.7  A B C B C C B

平均値 
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評点結果〔個別テーマ〕 

超電導電力貯蔵（SMES）システムの研究開発 

 
 

超電導電力ケーブルの研究開発 

 
 
 
超電導変圧器の研究開発 

 

 

1.7 

2.0 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化・事業化に向けての

見通し及び取り組みについて

1.研究開発成果

平均値 

2.1 

2.6 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化・事業化に向けての

見通し及び取り組みについて

1.研究開発成果

平均値 

平均値 

1.7 

2.6 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化・事業化に向けての

見通し及び取り組みについて

1.研究開発成果
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超電導機器用線材の研究開発 

 
 
超電導電力機器の適用技術標準化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平均値 

平均値 

2.1 

2.3 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化に向けての見通し及

び取り組みについて

1.研究開発成果

2.3 

2.7 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化・事業化に向けての

見通し及び取り組みについて

1.研究開発成果
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個別テーマ名と評価項目 平均値 素点（注） 

３．２．１ 超電導電力貯蔵（SMES）システムの研究開発 

 １．研究開発成果 2.0  B A B B C B B

 ２．実用化・事業化に向けての見

通し及び取り組みについて 
1.7  A B C B C C B

３．２．２ 超電導電力ケーブルの研究開発 

 １．研究開発成果 2.6  A A A A B C A

 ２．実用化・事業化に向けての見

通し及び取り組みについて 
2.1  A B B B B C A

３．２．３ 超電導変圧器の研究開発 

 １．研究開発成果 2.6  A A A A B C A

 ２．実用化・事業化に向けての見

通し及び取り組みについて 
1.7  A B C B C C B

３．２．４ 超電導機器用線材の研究開発 

 １．研究開発成果 2.7  A A A A B B A

 ２．実用化・事業化に向けての見

通し及び取り組みについて 
2.3  A B B A B C A

３．２．５ 超電導電力機器の適用技術標準化異分野融合型次世代デバイス製造

技術知識データベースの整備 

 １．研究開発成果 2.3  A B C A A B B

 ２．実用化に向けての見通し及び

取り組みについて 
2.1 A B C B A B B

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 

 
 
 
 

 

 

〈判定基準〉  

１．研究開発成果 ２．実用化（・事業化）に向けての見

通し及び取り組みについて 

・非常によい      →A 
・よい         →B 
・概ね適切       →C 
・適切とはいえない   →D 

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当          →C
・見通しが不明        →D
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＜参考＞   

「超電導技術開発／イットリウム系超電導電力機器技術開発」 

（事後評価）に係る評価項目・評価基準 

 

 

１．事業の位置付け・必要性について 

(1) NEDO の事業としての妥当性 
・ 「エネルギーイノベーションプログラム」の目標達成のために寄与して

いるか。 
・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いこと

により、NEDO の関与が必要とされる事業か。 
・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比

較において十分であるか。 
 

(2) 事業目的の妥当性 
・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動

向、政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 
 

 

２．研究開発マネジメントについて 
(1) 研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されてい

るか。 
・ 目標達成度を測定・判断できる具体的かつ明確な開発目標を設定してい

るか。 

 

(2) 研究開発計画の妥当性 
・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマごとの

配分を含む）となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 

 

(3) 研究開発実施の事業体制の妥当性 
・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
・ 適切な研究開発実施体制になっており、指揮命令系統及び責任体制が明

確になっているか。 
・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携が十分に行われ
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る体制となっているか。 
・ 知的財産取扱（実施者間の情報管理、秘密保持、出願・活用ルール含む）

に関する考え方は整備され、適切に運用されているか。  
 

(4) 研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメントの妥当性 

(研究開発項目⑤「超電導電力機器の適用技術標準化」は、「事業化」を除く) 

・ 成果の実用化・事業化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化・事業化シナリオに基づき、成果の活用・実用化の担い手、

ユーザーが関与する体制を構築しているか。  

・ 全体を統括するプロジェクトリーダーが選任されている場合、成果の実

用化・事業化シナリオに基づき、適切な研究開発のマネジメントが行わ

れているか。 
・ 成果の実用化・事業化につなげる知財戦略(オープン／クローズ戦略等) 

や標準化戦略が明確になっており、かつ妥当なものか。 
 

(5) 情勢変化への対応等 
・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向等

に機敏かつ適切に対応しているか。 
 

 

３．研究開発成果について 
(1) 目標の達成度と成果の意義 
・ 成果は目標を達成しているか。 
・ 成果は将来的に市場の拡大あるいは市場の創造につながることが期待で

きるか。 

・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

・ 目標未達成の場合、達成できなかった原因が明らかで、かつ目標達成ま

での課題を把握し、この課題解決の方針が明確になっているなど、成果

として評価できるか。 
・ 設定された目標以外に技術的成果があれば付加的に評価する。 
・ 世界初、世界 高水準、新たな技術領域の開拓、又は汎用性のある成果

については、将来の産業につながる観点から特に顕著な成果が上がって

いる場合は、海外ベンチマークと比較の上で付加的に評価する。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 

 

(2) 知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 知的財産権等の取扱（特許や著作権、営業機密の管理等）は事業戦略、

又は実用化計画に沿って国内外に適切に行われているか。 
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・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成

果に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 

 

(3) 成果の普及 

・ 論文等の対外的な発表は、将来の産業につながる観点から戦略的に行わ

れているか。 

・ 成果の活用・実用化の担い手・ユーザー等に対して、適切に成果を普及

しているか。また、普及の見通しは立っているか。 

・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 

全体および⑤を除く個別テーマには以下を適用 

４．実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 

 

本項目における「実用化・事業化」の考え方 

現状電力機器と同等以上の性能、実用性を実現する技術を確立し、その技術に

基づく製品の販売や利用により、企業の活動（売上等）に貢献すること。 

 

   

 (1)成果の実用化・事業化の見通し 

・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 

・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確にな

っているか。 

・ 成果は市場やユーザーのニーズに合致しているか。 

・ 実用化に向けて、競合技術と比較し性能面、コスト面を含み優位性は確

保される見通しはあるか。 

・ 量産化技術が確立される見通しはあるか。 

・ 事業化した場合に対象となる市場規模や成長性等により経済効果等が見

込めるものとなっているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整

備に向けた見通しが得られているか。 

・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・経

済的・社会的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 

 

 (2)実用化・事業化に向けた具体的取り組み 

・ プロジェクト終了後において実用化・事業化に向けて取り組む者が明確

になっているか。また、取り組み計画、事業化までのマイルストーン、

事業化する製品・サービス等の具体的な見通し等は立っているか。 
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個別テーマ⑤超伝導電力機器の適用技術標準化は以下を適用 

４．実用化に向けての見通し及び取り組みについて 

 

本項目における「実用化・事業化」の考え方 

イットリウム系超電導線材、ケーブルなどの試験方法に対して IEC 国際規格提

案を行い、社会的利用に供されることを言う。 

 

 

 (1)成果の実用化の見通し 

・ 整備した知的基盤についての利用は実際にあるか、その見通しが得られ

ているか。 

・ 公共財として知的基盤を供給、維持するための体制は整備されているか、

その見込みはあるか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整

備に向けた見通しが得られているか。 

・ ＪＩＳ化、標準整備に向けた見通しが得られているか。注）国内標準に限る 

・ 一般向け広報は積極的になされているか。 

・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・経

済的・社会的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 

  

(2) 実用化に向けた具体的取り組み 

・ 成果の実用化に向けて、誰がどのように引き続き研究開発を取り組むの

か明確になっているか。 

 


